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パーソナルファイナンスと
パーソナルファイナンス教育について
菅井　徹郎*
On Personal Finance and Personal Finance Education
SUGAI Tetsuo
This article examines the state of knowledge dissemination and education in personal finance and
the textbooks used for that purpose in the United States, a country regarded in Japan as being
advanced in personal finance; it reflects on the situation in Japan, which is apparently lagging in this
field; and it considers measures for spreading knowledge and education on personal finance in Japan by
taking into consideration the implications from the United States.
The analysis revealed the following three major points. First, a January 6, 2009 report submitted to
the U.S. president showed that knowledge and education on personal finance was not so widespread
even in the United Sates. It argued that the government and non-profit organizations should take a pri-
mary role in dealing with the situation with a sense of urgency. It further noted the need to spread
financial literacy to all citizens, including students and adults, and provided concrete recommenda-
tions, many of which have implications for Japan. Second, the United States, meanwhile, has well-
grounded learning standards for students as well as textbooks based on those standards, and provides
practical financial and economic education (including career education and consumer education)
founded on economic concepts and rational decision-making approaches for real-world application.
These are positive aspects with implications for Japan. Third, Japan does lag behind in this field.
Spreading knowledge and education on personal finance will be important for Japan in the future. In
consideration of the situation in the United States examined in this article, measures for Japan should
include establishing standards on the knowledge and education of lifelong personal finance, preparing
textbooks that meet the standards, teaching personal finance to students by incorporating it in the
course of study, and disseminating knowledge on personal finance to adults on various occasions
through the cooperation of the government, NPOs, financial and economic organizations, and compa-
nies. The challenge is how to implement these measures in Japan so that it will result in spreading
knowledge and education on personal finance to all citizens.
If, by spreading knowledge and education on personal finance, we could cultivate in citizens the
intelligence and faculty for rational decision-making and the capacity to effectively navigate life, it
would, together with the right policies, help Japan–a country facing difficult challenges posed by the
declining birthrate, aging population, the need for financial restructuring, and globalization–to blaze its
way to the future.
キーワード：パーソナルファイナンス、パーソナルファイナンス教育、米国のパーソナルファイナン
ス教育の教科書類、米国のパーソナルファイナンス教育のスタンダード、金融リテラシ
ーに関する大統領諮問委員会
Keywords：Personal Finance, Personal Finance Education, Personal Finance Textbooks in the U.S.,
Educational Standards on Personal Finance in the United States, President’s Advisory
Council on Financial Literacy
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はじめに―今なぜパーソナルファイナン
スか
本論は日本ではパーソナルファイナンスの先
進国と言われている米国における、その知識普
及や教育の現状・教科書類等を考察し、遅れて
いると言われている日本のパーソナルファイナ
ンスの実情を考え、米国からの示唆を踏まえ、
その知識・教育の普及策を考察した修士論文の
概要である。なお本稿は字数の関係から米国関
係の考察を中心に記述した。
著者は長年の仕事を通じて、パーソナルファ
イナンスの知識の重要性を認識しており、米国
についてはパーソナルファイナンスの先進国と
して捉えていた。しかしながら2008年に米国
のサブプライム問題に端を発した世界金融危機
が起きた時、日本ではパーソナルファイナンス
教育（金融経済教育）の先進国と言われている
米国であり1）、その教育内容は良いと言われて
いるが、健全なパーソナルファイナンスの知
識・教育の普及が国民レベルには必ずしも浸透
してはいなかったのではないかという疑問を持
った。
一方、わが国では、パーソナルファイナンス
はあまり普及されておらず、その教育はほとん
ど行われていない状態と言われている。これは
第2次大戦後、金融が自由化されておらず、経
済も右肩上がりであった日本では、個人が金融
のことをあまり考えずに過ごすことが出来たと
いう時代背景があったと考えるが、現在の状況
は大きく様相を変えている。それは、財政悪
化・少子高齢化に伴うわが国の年金制度の将来
不安、雇用の流動化、間接金融から直接金融へ
の変化、複雑な金融商品の登場、多重債務問題
ほか金融トラブルの発生、などに現れており、
このような状況の下、自己責任の時代と言われ
るようになった中で、個人がパーソナルファイ
ナンスの知識を持って対処していく必要が出て
きている。
そこで本論では以下の問題意識を中心に考察
していく。
①米国はパーソナルファイナンス分野の先進国
と日本では言われているが、国民全体への浸
透という意味では不充分だったのではない
か。その証左として、危機感を抱いた米国大
統領が設置した「金融リテラシー2）に関する
大統領諮問委員会」が、2009年に米国のパ
ーソナルファイナンス知識の普及状況及び改
善への中間報告を大統領に出している。これ
を調べ、米国の状況を考察する。国民への浸
透が充分でないならその理由を考え、一方、
米国の現状から日本への示唆も考察する。
②但し米国のパーソナルファイナンス教育（金
融経済教育）、特にその教材には定評がある3）
と言われており、そのパーソナルファイナン
ス教育の実情と内容を見て、日本に取り入れ
ると良い点、日本には取り入れない方が良い
点などを明らかにし、日本への示唆を考察す
る。
③日本のパーソナルファイナンスの知識・教育
の普及は遅れていると言われているが実情は
どうか。遅れているならば、その状況と課題
を考え、上記①②の米国についての考察から
の示唆を踏まえ、日本に有効なパーソナルフ
ァイナンスの知識・教育の普及の方法を考え
ていく。
1．パーソナルファイナンスとは、パーソ
ナルファイナンス教育とは
1.1 パーソナルファイナンス及びパーソナルフ
ァイナンス教育の定義
ファイナンス（金融）とは、一般的には「①金
融、融資、資金調達②財源、資金③財政、財政
学」（『大辞林』）のことであり、広義には「私
たちの生活の中でお金に関わる側面のこと」4）
ともなる。また主体別に見ると、その主体が法
人企業であればコーポレートファイナンス、公
共部門であればパブリックファイナンス、個人
や家計であればパーソナルファイナンスという
ことになる。
そこでパーソナルファイナンスは大きく括る
と個人の金融に関わるものということである
が、その定義が未だ定まっておらず、様々に解
釈されている。それら様々な定義を考察した結
果、著者はパーソナルファイナンスの特徴を踏
まえ、パーソナルファイナンス及びパーソナル
ファイナンス教育を次のように定義する。
「パーソナルファイナンスとは、個人の人生
の夢やライフプランを実現するための手段とし
ての金融経済知識に関するものであり、その目
的は生きる力をつけるサポートとして、その人
の目標とする人生を過ごせるようにすることで
ある。」
次にその特徴は以下のようにまとめられる。
・パーソナルファイナンスの知識としては、金
融・経済・キャリア形成・消費者として知っ
ておくべき知識などが必要とされる。
・具体的内容としては、ライフプランニング、
リタイアメントプランニング、金融資産、不
動産、税金、保険、年金、相続、経済学基礎、
キャリアプランニングなどの内容に関する知
識とそれを実生活に活かすことである。
・そこでパーソナルファイナンス教育もその内
容は金融経済教育を基礎として、キャリア教
育、消費者教育の側面を持ったものである。
ゆえにここで著者はパーソナルファイナンス
教育を「パーソナルファイナンスの知識に立脚
し、自立した個人として判断し意思決定する能
力を養っていくことがパーソナルファイナンス
教育（金融経済教育）である。」と定義する。
1.2 パーソナルファイナンスの内容と事例
第1節でパ－ソナルファイナンスを定義した
が、その具体的な内容としては、日本・米国の
パーソナルファイナンスの本を参考にするとお
およそ以下のようなことである。
自分の生きたい人生のライフプランを立て、
いつ頃どの程度のお金がかかるかを考え、ファ
イナンシャルプランニングをする。資産管理を
し、個人のバランスシートやキャッシュフロー
表を作成し、目標達成に必要な貯蓄プランの策
定も行う。その為にも、金融資産・実物資産
（不動産など）について知り、貯蓄と投資、金
利、金融機関のことなどについて学び、資産形
成をする。
また人生のリスクについて、家族を守る・資
産を守るためにも保険（生命保険・損害保険）
などでリスクマネジメントをし、住宅について
は、購入・売却・賃貸等コスト面も含めそのメ
リット・デメリットを分析し、自分にとってそ
の時々の適切な判断をしていく。特に住宅購入
は普通の人にとっては人生で最も大きく資金が
かかることとなることが多く、借入れをする場
合はその金額も含め慎重に行う。
加えて、税制について知りタックスプランニ
ングをするとともに、キャリアプランニングを
しキャリア形成をしていく。
ここでパーソナルファイナンスの知識がない
ために人々が困ったことになる例として、著者
が実際に見聞きしたものとしては以下のような
ものがある。
・住宅ローンで多額の借金をしてしまい返済に
窮する一方で、不動産の資産価値が下がり抵
当権を割る価格となり売却することもできな
い。当然、ライフプランも立たず、老後の生
活の見込みも立たない。
・リスクの高い金融商品に手を出し、資産を大
幅に減らす。
・クレジットカードを使いすぎたり、消費者金
融に手を出すなど、安易にローンを組んだり
お金を使い、生活が苦しくなる。
これらについては、いくつかの基礎的なパー
ソナルファイナンスの知識があれば、悪い事態
になることを防げたと思われることが多い。そ
こでこういった事態に陥らない為にも、日頃か
らパーソナルファイナンスの知識を持つことが
必要であると著者は考える。
なおここで、ファイナンシャルプランナー
（FP）5）という資格について少し触れておきた
い。これはパーソナルファイナンスの知識を持
った専門家で、個人へのファイナンシャルプラ
ンニングをする資格保有者であり、健全なパー
ソナルファイナンスの知識を日本に広めていく
担い手となることが期待される。
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2．米国のパーソナルファイナンスの知識
の普及と教育の現状について
この章では前章で考察したパーソナルファイ
ナンスについて、その知識が米国でどう普及し
ているか、その教育がどのように行われている
かを考察する。
主な論点は以下の2点である。
①米国のパーソナルファイナンスの知識普及は
それほどなされていないのではないか。そう
であればその理由は何か。日本への示唆はあ
るか。
②進んでいると言われる米国のパーソナルファ
イナンス教育の状況を考察し、その良い点な
ど日本への示唆を考察する。
2.1 米国でのパーソナルファイナンスの知識
普及の歴史と現状
2.1（1）米国のパーソナルファイナンス教育の
歴史6）
米国では、預金金利自由化などの金融自由化
が1980 年代に開始され、金融教育普及に対す
る関心が高まっていき、1990 年代後半以降、
FRB（Federal Reserve Board 連邦準備制度理事
会）やFDIC（Federal Deposit Insurance Corpo-
ration 連邦預金保険公社）などの連邦政府関係
機関、NPO団体、商業銀行などが金融教育に参
加するようになった。
このような中、青少年の金融教育を推進する
為に、 1 9 9 7年にジャンプスタート連盟
（Jump$tart Coalition for Personal Financial Lit-
eracy）が設立され「K-12（幼稚園から高校生
まで）対象のパーソナルファイナンス教育の全
国基準」（National Standards in Personal
Finance with Benchmarks, Applications and
Glossary for K-12 Classrooms）が1998 年に公表
された。また1949年に設立されたCEE（Coun-
cil for Economic Education 経済教育協議会、も
とはNCEE－Nationa1 Council on Economic
Education 全国経済教育協議会、2009年にCEE
に名称変更）は、1997 年に「経済教育におけ
る任意の全国基準」（経済学習のスタンダード
207)）を発表した。なお、ジャンプスタート連
盟とCEEはともに非営利団体・NPO（Nonprof-
it Organization）である。ここに米国では、金
融経済教育関係のスタンダード（基準）が出揃
った。
更に2001年に基礎学力向上を推進すること
を目的に教育改革法が成立し、金融経済教育が
特別奨励分野の一つに指定され、2003年には
連邦議会が金融リテラシー及び教育改善法
（Financial Literacy and Education Improvement
Act of 2003）を制定し、同法に基づき、連邦政
府機関から構成される金融リテラシー教育委員
会（Financial Literacy and Education Commis-
sion）が設立された。
このような中、サブプライム問題が起こり、
この問題の拡大に対し、国民の金融リテラシー
の向上や消費者向けの金融教育の普及活動の必
要性が高まっているとして、ブッシュ政権は
2007 年8 月末に発表したサブプライム問題に
対する政策パッケージの中に、金融教育に関す
る大統領諮問委員会の設置を盛り込んだ。
この委員会の報告書を考察することが、米国
でのパーソナルファイナンス知識の普及の現状
を見るのに、最近の情報として最も適切である
と考える。そこで以下では、この大統領諮問委
員会が設置より1年間を経た活動を通じて出し
た途中経緯の報告を基に、米国でのパーソナル
ファイナンス知識の普及状況について考察す
る。
2.1（2）米国社会でのパーソナルファイナンス
の知識の普及状況と日本への示唆の考
察
―「金融リテラシーに関する大統領諮
問委員会（President’s Advisory Coun-
cil on Financial Literacy）の創設と1年
目の報告について」の考察を中心に―
ホワイトハウスでは、サブプライム問題のた
め「金融リテラシーに関する大統領諮問委員会」
を設置する大統領令で、この委員会の目的を
「大統領として米国国民の金融リテラシーを増
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進し強化するものである」としている（発表
2008年1月）8）。
これを受けて、その活動初年度の報告（2009
年1月）が、米国財務省のHPにて同委員会から
公表されているが、米国では学生及び社会人と
もにパーソナルファイナンスの知識は現状少な
くとも充分な水準にはないとし、大統領に5つ
のテーマに分け15の提言を行うと共に結論を
述べている。5つのテーマと結論は次の通りで
ある9）。
・幼稚園から高等学校卒業後までの金融教育の
充実と改善を図ること。
・従業員に金融教育を提供する事業主への支援
をすること。
・預金口座がなく、金融サービスを充分に受け
られていない数百万人の米国市民に対して金
融サービスが受けられる機会を増加させるこ
と。
・金融教育の標準化を図ること。個人が金融教
育のプログラムを学ぶ際のスキルと行動のス
タンダードを策定し、これを推進すること。
・金融リテラシーの現状・個人自身の金融リテ
ラシーの把握をし、金融リテラシーをさらに
向上させるための教育に割り当てる資源の増
加を図ること。
（結論）財務省は、金融リテラシーに関する
大統領諮問委員会の提言をできるだけ早く導
入するべきである。今般の経済危機は、金融
リテラシーの重要性を物語っている。誤解と
不安により、わが国の金融制度に対する米国
市民の信頼度はこの数十年間でもっとも低い
水準に下がっている。学校、地域社会、職場
で金融教育を提供することは、金融制度に対
する信頼を回復し、米国経済を改善させ、米
国の国際競争力を維持するために極めて重要
である。金融リテラシーに関する大統領諮問
委員会は、2009年にこれらの提言を導入す
るために、新政権および第111回連邦議会と
協力することを約束する。
これを見ると子供から大人までの金融リテラ
シーの普及の必要性、言い換えるとパーソナル
ファイナンスの知識及び教育の普及の必要性が
強く見てとれる。特に結論で「今般の経済危機
は、金融リテラシーの重要性を物語っている。
（中略）学校、地域社会、職場で金融教育を提
供することは、金融制度に対する信頼を回復し、
米国経済を改善させ、米国の国際競争力を維持
するために極めて重要である。」と述べている
部分は大変重要であると考える。
ここでは、米国での国民への金融リテラシー
普及の強化の必要性が強く見て取れるのと同時
に、レポートや報道などで紹介されていたこと
もあり、米国ではパーソナルファイナンスの知
識が国民に広く普及しているという著者が漠然
と抱いていた概念は、必ずしもそうでなかった
ことが見て取れる。なお5つのテーマに関して
の15の提言は、例えば「米国連邦議会または
州議会は、幼稚園から高等学校までのすべての
学校で金融教育を義務化するべきである。」（提
言1）等のほか具体的施策も述べられ示唆に富
む部分があるが、この章のまとめのところで触
れることとする。
2.2 米国でのパーソナルファイナンス教育の
現状
2.2（1）米国の教育制度との関係
米国では、日本の学習指導要領に当たる全米
共通の教育カリキュラムはなく、州単位で教育
課程が定められる（因みに義務教育年限の規定
も州単位である）。
但し、全米レベルの教育に関する協議会や連
邦法などにより、あるべき教育基準が示され、
各州の教育課程に反映される。FRBや財務省が
パーソナルファイナンス教育の推進活動を行
い、CEE・ジャンプスタート連盟等の非営利組
織が、パーソナルファイナンス教育の基準を定
め推進を担っている。このような民間の非営利
組織が中心となって、パーソナルファイナンス
教育を行っているのが、米国の特徴と言われ
る。
そこで以下、CEE及びジャンプスタート連盟
などの、米国のパーソナルファイナンス教育を
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この調査の金融教育のところを見ると、基準
を設けている州は40州にのぼるが、コースを
提供している州及び試験を実施している州は9
州しかなく、特に注目すべきは、コース履修を
義務化している州は7州しかないということで
ある（かつその導入年を調べると1州を除き全
て2000年に入ってからの導入である）。また次
項で考察するが、金融教育のスタンダードを作
成しているジャンプスタートの調査によると、
米国で金融教育のコース履修を義務化している
州は3州しかない（両者の州の数の相違は、金
融教育として定義したコースの考え方の違いに
よる）。
ここにパーソナルファイナンスの知識が米国
で必ずしも広がっていない一因があると、著者
は考える。ここは重要な点なので、またジャン
プスタートの項で触れることとする。
CEEが作成した「経済学習のスタンダード20」11）
では、経済学についての基礎的な部分をスタン
ダード（基準）として第1学年から第12学年ま
で（高校卒業まで）の間に学ぶようになってい
る。構成としては、それぞれのスタンダードに
は、それを教える上での到達目標が提示され、
第4学年終了まで、第8学年終了まで、第12学
年終了までの生徒に、それぞれ期待される到達
レベルを示している。
このスタンダードの内、パーソナルファイナ
ンス教育に関連すると思われる例としては、例
えば「経済学的な考え方」に関するところがス
タンダード1、2、4に出てくるが、これは後述
する米国のパーソナルファイナンスの教科書で
重要な概念として出てくる為、次章で考察す
る。
2.2（3）ジャンプスタート連盟（Jump$tart
Coalition for Personal Financial Literacy）
ジャンプスタート連盟とは前述したように
1997年に設立された全米の非営利組織（NPO）
で、企業、関連政府組織（100団体以上）をパ
ートナーとして構成され、「K-12（幼稚園から
高校生まで）対象のパーソナルファイナンス教
育の全国基準12）」（以下K-12と略す）を作り、
全米にパーソナルファイナンス教育の促進をし
ている。
K-12の基準では、学生の学習過程を基本か
ら始まり高度な内容まで定めており、学生の達
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行う非営利組織について考察する。
2.2（2）経済教育協議会（CEE―Council for
Economic Education）
米国での経済教育を推進する代表的な団体
が、CEEである。このCEEから、高校卒業まで
に生徒が学ぶ必要のある経済学の基本的な事項
として、「経済学習のスタンダード20」が公表
されており、全米でこのスタンダードに沿った
教育が行われている。CEEでは、学校で行われ
ている経済教育と金融教育について、1998年
から実態調査を行っており、2007年調査の結
果は以下の通りである（一部抜粋）10）。なお、
米国は50州。
（表1）NCEE（現CEE）による調査
（出典）全国銀行協会調査レポート『金融経済教育の一層の充実に向けて』（全国銀行協会,2008）
p.17。第2章 米英における取組み 1.米国における「金融経済教育」への取組み（3）経済教育・金融
教育の実施状況　①NCEEによる調査より
経済教育 金融教育 
基準を設けている州 49州 40州 
基準の実施を義務化している州 41州 28州 
コースを提供している州 17州 9州 
コース履修を義務化している州 17州 7州 
試験を実施している州 22州 9州 
成度については、第1学年から始まり、第4学
年終了まで、第8学年終了まで、第12学年終了
までの生徒に、それぞれ学ぶべきベンチマーク
を示している。またパーソナルファイナンスの
基準として、収入、マネーマネジメント（金銭
管理）、支出とクレジット、貯蓄と投資の4分野
に分けて26の基準を定めている13）。
ここでは詳細は省くがCEE及びジャンプスタ
ート連盟のスタンダード（基準）を考察してみ
ると、内容は、機会費用・意思決定・貯蓄の必
要性・収入を得る必要性・消費について・パー
ソナルファイナンシャルプランの必要性などの
ほか、パーソナルファイナンスの基礎から実際
の社会生活への応用まで網羅しており、現実
的・実用的なもので、人生を生きていく上で役
立つものと思われる。
ここでK-12が全米各州でどう用いられてい
るかを考察する。
長野賞論文　パーソナルファイナンスとパーソナルファイナンス教育について
77
   
    
   
（図1）「K-12（幼稚園から高校生まで）対象のパーソナルファイナンス教育の全国基準」
が全米各州でどう用いられているか
（出典）ジャンプスタート連盟HP［http://www.jumpstartcoalition.org/］（2008.11.13）
State Financial Education Requirements より
図1から分かるように、まずアメリカ全土で
パーソナルファイナンス教育が必修となってい
るのは、ミズーリ・ユタ・テネシーの3州であ
る。必修ではないが他の科目に組み込む必要の
ある州が17州、教えなくて良い（但し教えら
れることがある）州が30州である14）。
ここで各州の教育導入年を調べてみると、必
修となっている州の3州はユタが2003年、ミズ
ーリ及びテネシーが2006年の導入であり、ま
た必修ではないが他の科目に組み込む州の導入
年は2003年から2008年となっている。つまり
この6年の間のことであり、現在成人となって
いる多くの大人には、パーソナルファイナンス
教育は行なわれていないであろうことが推測で
きる。
前項のCEEのところでも述べたように、この
パーソナルファイナンスをコースで学ぶことが
必修になっている州の少なさ、及び必修とした
年が比較的最近であることが、米国でパーソナ
ルファイナンスの知識が国民的な普及となって
いなかったであろうことの理由と推定できると
著者は考える15）。
なお著者は、参考までに、お子さんのいる米
国人9名を含む外国人12人にアンケートを取っ
てみた。その結果は高校生までにパーソナルフ
ァイナンスの教育を受けた親は2人、現在また
は過去に子供が受けたという人は1人だった
（いずれも場所は米国）。自分が教育を受けた親
は2人とも受けて良かったとのことで、パーソ
ナルファイナンス教育があれば子供に受けさせ
たいかとの質問には、全員が受けさせたいとの
解答であった。理由は子供達の将来にとって役
に立つからというものがほとんどであった。
2.3 第2章のまとめ
以上、第2章では米国のパーソナルファイナ
ンスの知識の普及状況と教育についての現状を
考察してきた。この章の冒頭で述べた論点に対
する考察の結果は次の通りである。
①「米国のパーソナルファイナンスの知識普及
はそれほどなされていないのではないか。そ
うであればその理由は何か。日本への示唆は
あるか。」について
これについて、大統領の諮問機関である金融
リテラシーに関する大統領諮問委員会の現状ま
での報告と提言を考察した結果は以下の通りで
ある。
まず米国では国民的なパーソナルファイナン
ス知識の普及はそれほどされておらず、現在、
政府を挙げてその知識の普及の必要性が言われ
ていることが分かった。普及していない理由と
して考えられるのは、CEE及びジャンプスター
ト連盟の項で考察したように、学校でパーソナ
ルファイナンス教育を必修としている州が少な
いこと、また必修としている州もほとんどが
2000年に入ってからであり、現在の成人の大
半はおそらく習っていないであろうことであ
る。加えて提言内容から、学生のみでなく社会
人へのパーソナルファイナンス知識を学ぶ場の
必要性もみてとれる。
一方、金融リテラシーに関する大統領諮問委
員会の提言の中で、次の各点は日本へのパーソ
ナルファイナンス知識・教育の普及の示唆にな
ると考えられる。
それは、学校へのパーソナルファイナンス教
育の充実・社会人へのパーソナルファイナンス
知識普及の必要性、パーソナルファイナンス教
育の標準化をはかり、その知識を持った指導員
の認定制度を作ること、金融リテラシーを高め
るための効果的な方法について研究を行うこ
と、「金融セルフチェックシート」など個人が
気軽にパーソナルファイナンス知識についてチ
ェックできる仕組みを非営利組織が作ること、
などのことである。
最も重要な示唆として著者が思うことは、米
国がパーソナルファイナンスの知識・教育の普
及を、学生・社会人を問わず行っていこうとし
ていることである。
②「日本では進んでいると言われている米国の
パーソナルファイナンス教育の状況を考察
し、その良い点など日本への示唆を考察す
る。」について
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これについて、その教育内容として、CEE及
びジャンプスタート連盟のスタンダード（基準）
を考察してみると、前述のようにその内容はパ
ーソナルファイナンスの基礎から実際の社会生
活への応用までを網羅しており、現実的・実用
的なもので、人生を生きていく上で役立つもの
と思われる。
このようなパーソナルファイナンスのスタン
ダードがあり、その内容について幼稚園から高
校卒業までの間に、どのような知識を段階的に
持たせ、どのように活かしていくかということ
が体系的に作られている。これが米国でパーソ
ナルファイナンス教育が進んでおり、一日の長
があると言われている点であり、日本への示唆
になると著者は考える。
そこで次の第3章では、実際の米国で使われ
ているパーソナルファイナンスの生徒用教科
書、教師用ガイドならびに保護者用教材をもと
に、その内容を考察する。ここから、日本でパ
ーソナルファイナンス教育の教科書類を作成す
る際に取り入れると良い点、取り入れない方が
良い点などを考察していく。
3．米国のパーソナルファイナンスの教科
書類について
この章では、前章で考察したCEE（経済教育
協議会）が、自身で開発したスタンダード「経
済学習のスタンダード20」に、ジャンプスタ
ート連盟の金融教育のスタンダード「K-12
（幼稚園から高校生まで）対象のパーソナルフ
ァイナンス教育の全国基準」も取り入れて、パ
ーソナルファイナンスの教材として作成した
「Financial Fitness for Life」の生徒用教科書と
その教師用ガイド及び保護者用教材を概観し、
米国のパーソナルファイナンスの教科書類につ
いて考察を行っていく。
主に考察したい論点は以下の点である。
①米国のパーソナルファイナンスの教科書類は
実用的で優れていると日本では言われている
が、そうであるか。教科書・教師用ガイド及
び保護者用の教材を見て、どう教えているか
も含めて、その利点や特徴を明らかにし、米
国のパーソナルファイナンスの教科書類の日
本に取り入れると良い点を考察する。
②同時に上記の教材について、日本には取り入
れない方が良い点は何かを考察する。
③上記の米国の教科書類の考察を踏まえ、日本
でパーソナルファイナンス教育の教科書類を
作成する場合の米国からの示唆を考える。
なお、ここでパーソナルファイナンスの教材
という場合、米国で想定している教材の対象は、
幼稚園から高校生までである。しかし、著者は
日本でパーソナルファイナンスの教育をする場
合、本格的に教えていくのは中学校からで良い
と考えている。小学校までの段階では、働くこ
との尊さや、懸命に生きていくことの大事さな
ど、パーソナルファイナンス教育の基礎の為に
も道徳を教えることに力を入れた方が良いと考
えているからである。
そこで日本への示唆で考える場合も、その対
象は中学生・高校生に教える場合の教材が適当
と考え、経済学的な考え方が入ってくるグレー
ド6（第6学年）16）からの教材で考察すること
とする。
ここでは、CEEのFinancia1 Fitness for Lifeの
シリーズの中から、5冊を主として考察するこ
ととする17）。
3.1 CEEのFinancia1 Fitness for Lifeのシリー
ズの概略とその考察　
以下、まずこの教材の「1．シリーズの構成
と目的について」「2．各教材の構成・共通点」
「3．各教材の特徴」について、主として教師用
ガイドに書かれたイントロダクションを参考に
しながら考察する18）。次いで「4．シリーズ共
通の5つのテーマについて」及び「5．実際の
教え方」について考察していく。
3.1（1）シリーズの構成と目的について
「Financial Fitness for Life（生涯にわたって
続ける金融フィットネス）」19）の教育課程では、
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グレード1からグレード12（幼稚園から高校生）
までの生徒が、収入、消費、貯蓄、借金、投資、
金銭の管理についてより良い決断ができるよ
う、4つのレベルに分けられた教材（グレード
1～2、グレード3～5、グレード6～8、グレー
ド9～12）からなっており、フィットネスを共
通のテーマとしている。金融フィットネスと名
付けているのは身体のフィットネス（ここでは
健康・体力維持向上を目的にして行う運動）と
似ているからである。両方とも、知識を身につ
けてから、それを実践することが肝要であり、
生徒の日常生活に役立つ知識を身につけさせる
のがこの教科の主な目的としている。
3.1（2）各教材の構成・共通点
教材の各章では、その章で扱う金融用語をま
とめている。また、「使う教材」、「前書き」、
「本文」、「まとめと見直し」等の項からなって
おり、継続的に取り組む必要があるということ
を強調し、その力を維持するために、基本的な
動作を繰り返す必要があることを教えている。
またすべてのレベルの教材に次の5つの共通
点があるとしている。以下その共通点を考察す
る（なお、各教材はCEEの経済教育の基準・ジ
ャンプスタートの金融教育の基準および数学の
教育基準20）に基づいており、その関連を表で
示している）。
①各教材は、生徒が選択肢の中から優先順位を
つける基準として経済学の考え方を採用して
いる。優先順位をつけることで生徒はより良
い決断をすることができるようになるととも
に、良くない決断を回避することができるよ
うになる。経済学的な考え方を強調している
点が「Financia1 Fitness for Life」教材の特徴
となっている。
この経済学的な考え方というのはグレード
6－8のテーマ1（経済学的な考え方）レッスン1
で出てくるのだが、そこでは次のように述べら
れている21）。
「経済学的な考え方」は以下の原則に基づい
ている
・時間、空間、資金などの資源には限りがあ
る。
・人は欲しいものをすべて手に入れることが出
来ない。
・人は何を手に入れるかを選ぶ必要がある。
・何かを選ぶ時には、必ず費用が伴う。
・何かを選んだことによる結果（帰結）が生じ
る。
・人はインセンティブによる影響を受ける。
教材では、この原則に基づき合理的な意思決
定の仕方というものを導くようにしている。
著者はこの経済学的な考え方を強調すること
は大変有意義であると考える。人生は様々な物
事に対する選択の連続であり、常に意思決定を
要求される。合理的な意思決定の仕方をまず学
ぶようになっているのは、大変良いアプローチ
で、日本にパーソナルファイナンスの教科書を
作る際にも導入したいものであると考える。
②各教材の大きな部分を占めるのが、自分から
進んで学習して行く能動的な学習体験（アク
ティブラーニング）と、生徒が学習内容を振
り返ってそれについて深く考える作業となっ
ており、これにより学習効果を高めることが
出来るとしている。そして学んだことを生活
に取り入れるために、まず実践してみて、次
に実践した内容について考えることが大切で
あるとしている。
著者はこれらについて同感である。学んだこ
とを実践し、振り返って考えるというのが、学
んだことを身につけていく上で大変重要なこと
であると思う。
③各教材は、グループディスカッション、ロー
ルプレイング（実際の役割を想定し様々な役
割を演じさせて問題の解決を会得させる学習
法）、インターネットを使った情報収集、読
書、ケーススタディ、クイズなど、様々な学
習スタイルに合わせた学習方法を取り入れて
いる。全体にいろいろな変化を持たせ、楽し
みながら学ばせるようにしている。
④運動にコーチの存在も貴重であるように、子
供の教育に参加するパートナーとして、親の
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存在は重要であるとしている。親は日常生活
の中で子供に模範を示す立場にあり、子供の
金融リテラシーの発達に重要な役割を果た
す。親のために教材の各章に対応して作成し
たテキスト（保護者用教材）には、各章の概
要や親子で一緒に学ぶことのできる活動や
Q&Aなどを掲載している。
この親子で学ぶ点については、親が教えるに
はその親に知識がないと難しく、また日本では
米国のようにホームスクールの制度22）が原則
としてないため、日本に全面的に取り入れるの
は難しい面があると著者は考える。日本では、
教育はあくまで学校が主で家庭が従であろう。
ただし、金融広報中央委員会（事務局 日本銀
行情報サービス局内）の調査23）によると、日
本でも家庭で金融教育をすべきであるという意
見が50％あるという調査結果があり、日本で
も今後の課題であると考える。
⑤生徒の経験や発達に応じて経済学やパーソナ
ルファイナンスの概念を各教材に取り入れて
いる。
3.1（3）各教材の特徴
○「Teacher Guide」（教師用ガイド）
レッスンは、経済学的な考え方、収入を稼ぐ、
貯蓄、支出とクレジットの使用、金銭管理の5
つのテーマに分かれており、各レッスンは、ク
イズ形式の問題やケーススタディ、一人または
グループで取り組む課題などがあり、それを通
して生徒を評価できるようになっている。
この教師用ガイドは、具体例を用いて生徒に
議論をさせて考えさせ、どの程度理解できてい
るか最後に評価ができるようになっており、効
果的であると著者は考える。
○「Student Workouts」（生徒用教科書）
各レッスンは本文とワークシート（練習問題）
からなっている。ワークシートは、生徒が能動
的に学習し、学習内容について振り返って考え
られるように組み立てられている。
つまり、一方向の授業を聞くのではなく、作
業をしたり議論をしたりしながら学ぶようにな
っており、生徒達も興味が湧きやすいと思われ
る。
○「Parents’ Guide」（保護者用教材）
親子で一緒にできる活動やQ&Aが含まれて
おり、本文、ワークシート（練習問題）、参考
文献などで構成されている。この中でQ&Aは、
子供の疑問に親が答えを教えていくようになっ
ているもので、親自身のパーソナルファイナン
スの勉強にもなるものであり、著者は効果的で
あると考える。
3.1（4）シリーズ共通の5つのテーマについて
シリーズには共通する5つのテーマがあり24）、
これについて考察する。
①テーマ1：無料の昼食はない
（経済学的な考え方）
このテーマ1は、経済学的な考え方を身につ
け、合理的な意思決定ができるようにする必要
性を述べている。つまりパーソナルファイナン
ス教育の基礎的な考え方の部分を述べており、
前述したように大変重要な概念で著者が有意義
であると考える部分である。
②テーマ2：教育の価値～学ぶことの大切さ～
（収入を稼ぐ）
このテーマ2は全体に学校で教育を受けるこ
とと、将来の仕事・キャリア形成、それが所得
とリンクするという組み立て方になっている。
例えば、学歴によって収入が違ってくること25）、
高学歴ほど失業もしにくいといった例26）が出
てくる。キャリア教育ともいうべき部分ともな
っており、例えばグレード6－8の教師用ガイ
ドでは、レッスン3で次のようなことを教える
ようになっている27）。
○レッスン3 職業の決定
・労働市場を理解する必要があること。
・どういう職業があるか知ること。
・自分達の資質を理解させること。
・労働市場に出て、どのような技能が必要か理
解させること。
このテーマ2については、著者は全体として
は、学ぶことの大切さや将来の仕事・キャリア
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形成について考えさせており大事なところであ
ると考えるが、日本にそのまま導入するには抵
抗のある部分でもある。キャリア教育自体は必
要であると考えるが、教育が収入の高低に結び
つくという考え方を強調している点が気にな
る。ただし、どのような職業があり、そのため
にはどのような技量が必要であるかといったこ
とを学ばせ、自分の意義ある人生を送る為の職
業を考えさせていくということは、日本に取り
入れていって良い部分であると考える。
③テーマ3：将来のためのお金～虹の端に到達
する～（宝を手に入れる）28）（貯
蓄）
このテーマ3では、貯蓄の必要性を中心に説
き、いわば金融教育をしている。具体的には保
護者用教材では、例えば貯蓄について次のよう
なことを教えるようになっている29）。
○「投資の5つの黄金率」として、投資につい
て次の5つを学ばせている。
・身の丈にあった消費をすること。余った時は
貯蓄をする。
・今すぐに貯蓄を始め、定期的にできるだけ多
くの額を貯金する。
・長期に渡って貯蓄する。複利は富をもたらす
ので、複利の効果を知る。
・投資をする前に調査をする。
・投資の見返りを得るためにリスクをとるこ
と。慎重である必要はあるが、長期に見ると
株式市場は他の種類の投資商品より高い見返
りを期待できる。
④テーマ4：支出とクレジットの重大さ
（支出とクレジットの使用）
このテーマ4では、高い信用度を維持し、合
理的な消費行動を習慣として身につける必要が
あるということを言っている。またグレード
9－12の生徒用教材では、クレジットカードに
ついて教科書の半分近くを割いて説明してい
る。
ここで賢い消費の仕方や信用力を付けるとい
うことを学ばせているのは大変良く、金融教育
とともにいわば消費者教育に繋がる部分であ
る。尚、クレジットカードについては、ここま
でページを割いて教える必要は日本ではないと
著者は考える。但し、日本でも急激にクレジッ
トカードが普及している為、カードの健全な使
い方を教える必要はある。特に不健全な使い方
をすると多重債務に陥るリスクがあるなど大き
な問題に発展する可能性がある、ということは
消費者教育として教えるべきことであると考え
る。
⑤テーマ5：計画を立てる～自分自身で生活を
管理する～（金銭管理）
このテーマ5では、お金の管理の仕方につい
て述べており、これも重要な金融経済教育の部
分である。銀行や保険について学ぶようになっ
ているが、著者は実用的で将来に役立つものと
考える。金銭管理のために、お金を貯めたり借
りたりする銀行について知り、人生のリスクヘ
ッジの為に保険について知っておくことは、社
会に出る為にも必要であると思う。
日本では特に国民年金については学生にも教
えておくべきである。20歳から納付義務があ
るということを知っておかないと、大学生の間
は納付免除で過ごし、その後はフリーターで過
ごしていくといった人は、将来無年金となり、
老後が大変になる。
尚、上述したテーマ1からテーマ5をグレー
ド6－8とグレード9－12の教材で考察していく
と、グレード6－8で各テーマについて基礎的
なことを学び、グレード9－12でその後、社会
に出ても大丈夫なように、より実用的なことを
学ぶ構成になっている。
3.1（5）実際の教え方
実際にはどのように教えるようにしているか
について、教師用ガイドを使っての教え方（生
徒用教科書を併用しながら）30）を、Financial
Fitness for Life: Grades 6-8の中のテーマ1レッ
スン1「経済学的な考え方」のところの教え方
で見ると次の通りである。
まず教え方は、①レッスンの概要②ワークア
ウト（問題を解く）③評価④その他の教材、の
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4項目の構成となっている。レッスンの内容・
背景、学習の目的、使う用語、保護者をどう参
加させるかなどをまず教師が理解し、レッスン
の進め方に沿って行う。機会費用・インセンテ
ィブ・費用と利益などの考え方を用いて生徒用
教科書を併用しながら、経済学的な考え方・合
理的な意思決定について、生徒達にディスカッ
ションやロールプレイなどをさせ能動的に学ば
せていき、最後に評価をし理解度を確認できる
ようにしている。
この教え方は大変実用的で、生徒にとっても
身近な話題から考えさせられるので興味も湧
き、身につきやすいものであると著者は考え
る。
尚、教え方の実例として、教師用ガイドで機
会費用を教える例題をここに記す。
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＜例題＞機会費用
（図2）視覚教材1.1「限られた資源」
 
 
（出典）National Council on Economic Education, Financial Fitness for Life TEACHER GUIDE
Grades 6-8,（National Council on Economic Education,Third Printing,2006）p.7（番号）Visu-
al 1.1 （タイトル）Limited Resources
図2の視覚教材1.1「限られた資源」を使って、
時間、空間、お金には限りがあること、人は欲
しいものをすべて手に入れることができないこ
とを説明する。生徒たちに欲しいものを書いた
用紙を黒板に貼り付けてもらい、人が欲しいと
思うものには限りがないのに時間、空間、お金
などの資源には限りがあるため、人は経済学的
な選択を余儀なくされることを説明する。
ここで何かを選択する時には、選択したもの
の次に良いものを諦めなければいけないという
機会費用が生じることを説明する。
3.2 第3章のまとめ―米国の教科書類を考察し
ての日本への示唆―
この章のまとめとして、米国の教科書類を考
察した結果の日本への示唆を明らかにする。
この章の論点は「米国のパーソナルファイナ
ンスの教科書類は実用的で優れていると日本で
は言われているが、日本に取り入れると良い点、
日本には取り入れない方が良い点などを考察
し、日本でパーソナルファイナンス教育の教科
書類を作成する場合の米国からの示唆を考え
る。」ということであった。
考察の結果は、米国のパーソナルファイナン
スの教材は優れている点が多いが、その中で、
日本でパーソナルファイナンス教育の教科書類
を作成する場合に取り入れると良い点は、次の
4点と考える。
・経済学の基礎（経済学的な考え方）
・事例をもとにした実践的な意思決定の仕方
・具体的な金融経済教育及び関連してキャリア
教育・消費者教育の部分
・保護者用教材で具体的なよくある質問のコー
ナーを設け、子供に教えられるようにしてい
ること
一方、こういう点は日本には取り入れない方
が良い点は次の2点である。
・教育が収入の高低に結びつくという考え方を
強調している点
・クレジットカードについての記述が多すぎる
点
ここで米国の教科書類を考察して最も印象に
残った部分を述べる。それは、「パーソナルフ
ァイナンスを学ぶこととは31）」ということにつ
いて「パーソナルファイナンスを学ぶことは、
自分の人生について現在また将来に渡って決断
することを学ぶことでもある。（中略）パーソ
ナルファイナンスは、国語、数学、経済学、金
融、倫理、意思決定などを含む学際分野である。」
としているところで、正にこの考え方は、パー
ソナルファイナンスを学ぶこととは、意思決定
の訓練を行い、読み書き能力のように基礎的な
金融リテラシーをつけさせ、社会に出たときに
困らないよう生きる力をつけることに繋がるこ
とであると著者は解釈し、大変意義のあること
であると思う。この考え方は日本にも今後必要
であると考える。
4．日本のパーソナルファイナンス知識及
び教育の普及の現状と今後の普及のあ
り方について
本稿は冒頭で述べたように修士論文の概要で
あり、字数の関係からその内の米国のパーソナ
ルファイナンスの考察部分を中心に記述した
為、日本の部分の考察については簡略にまとめ、
論点と考察の結果のみを明らかにする。
この章では、日本のパーソナルファイナンス
の知識の普及と教育の現状について考察し、第
2章および第3章で考察した米国の状況を参考
に米国からの示唆も踏まえ、日本におけるパー
ソナルファイナンスの知識・教育の普及につい
ての施策を考察する。
主な論点は以下の3点である。
①日本ではパーソナルファイナンスの知識と教
育の普及は遅れていると言われているが実情
はどうか。
②もし、日本でパーソナルファイナンスの知識
と教育の普及が遅れているとすれば、どのよ
うにすればその知識・教育の普及を図れる
か。
③第2章及び第3章で考察した米国のパーソナ
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ルファイナンスに関する大統領諮問委員会報
告や教科書類を中心とした教育の仕方などを
参考に、日本へのパーソナルファイナンスの
知識・教育の普及を考えるとき、どのような
点を考慮すれば良いか。
これに対し各種調査32）からの考察や第2章第
3章の米国のパーソナルファイナンスの考察か
らの示唆を踏まえた結果は以下の通りである。
①各種調査を調べると、パーソナルファイナン
スの知識は人々にはあまりないこと、学校で
も学習指導要領に科目として直接入っていな
いこともあり、あまり教えられていないこと
等から、日本ではパーソナルファイナンスの
知識と教育の普及は遅れている。
②日本にパーソナルファイナンスの知識・教育
の普及を図るには、中学校からパーソナルフ
ァイナンスの知識・教育の普及を図り、それ
は生涯教育で進めていく必要がある。
その為には、生涯に渡るパーソナルファイ
ナンスの知識・教育のスタンダードを作成
し、それに合った教科書類・指導用テキスト
を作るとともに、社会人になった後も必要に
応じて学べる機会の提供や自己で知識の確認
テストができる仕掛けなどが必要である。ま
たそのためのインストラクターや専門家の養
成も急務であり、政府・NPO・金融経済団
体・民間企業等が協調し取り組んでいく必要
がある。
③第2章及び第3章で考察した米国の金融リテ
ラシーに関する大統領諮問委員会の報告や米
国の教科書類を中心とした教育の仕方などで
参考にすべきは、米国はパーソナルファイナ
ンスの知識・教育の普及を学生・社会人を問
わず行っていこうとしていること、パーソナ
ルファイナンス教育の標準化を図りその知識
を持った指導員の認定制度を作ることや非営
利組織が自分のパーソナルファイナンス知識
を評価できるようなツールを開発することの
提言をしていること、学生への教育では実用
的な金融経済教育・キャリア教育・消費者教
育・基礎的な経済教育を通じて意思決定能力
をつけていくことなどを行い、これらを通じ
て生きる力をつけていっている、といったこ
とである。
その為には、前述したように生涯に渡るパ
ーソナルファイナンスの知識及び教育のスタ
ンダードを作ると共にそれに合った教科書類
を作成し、社会人にはその各人のライフステ
ージに沿って、その個人のライフプランに沿
った必要な知識・教育の普及を図る必要があ
り、また中学生や高校生には文部科学省の学
習指導要領に沿ってパーソナルファイナンス
教育を時間をかけながら入れていく必要があ
る。例えば総合的な学習の時間・公民・家庭
科などで、金融教育・経済教育・消費者教
育・キャリア教育の一環として捉え教えてい
くことが考えられる。この学習指導要領で全
国民に広げられるというのは、日本の良い点
である。なぜなら第2章で考察したように、
米国では全国統一の学習指導要領はなく州ご
とに決めるため、良いスタンダードや教科書
類があっても国民的普及がうまくいかない一
因と考えられる為である。
これらの事を行うためにも、上述したように
日本でも政府・NPO・金融経済団体・民間企業
等が協調し取り組んでいく必要がある。
終わりにー結論と残された課題
最後にまとめとして、著者が本論文で考察に
より明らかにできたこと、残された課題につい
て述べる。
本論の考察により明らかにできた結論は以下
の通りである。
第一に、パーソナルファイナンスの知識・教
育の普及が、日本でその先進国とされている米
国でも国民的にはそれほど普及しておらず、危
機感を持って政府・非営利団体が中心となって
対応するべきだとの大統領への報告がなされて
いること。その報告の中に、学生・社会人を問
わず全国民への金融リテラシーの普及が必要で
あることが述べられ、そのための具体的施策が
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提示され、日本への示唆も多くあること。第二
に、一方で米国には、学生向けにしっかりとし
た学ぶべきスタンダード（基準）とそれを基に
した教科書類があり、経済学的な考え方・合理
的な意思決定の仕方をベースに、実社会に応用
できる実用的な金融経済教育（キャリア教育・
消費者教育を含む）を教え、生きる力をつけて
いく等の良い点があること。第三に、現状、日
本のこの分野は遅れており、このパーソナルフ
ァイナンスの知識・教育の普及を推進すること
が今後日本で重要であること。考察してきた米
国の状況を踏まえ、日本に普及する為の施策と
しては、生涯に渡るパーソナルファイナンスの
知識及び教育のスタンダードを作り、それに合
った教科書類を作成し、学生には学習指導要領
に沿って入れながら教え、社会人には政府・
NPO・金融経済団体・民間企業等が協調し様々
な機会を捉えてその知識の普及をしていくこと
である。
ここで残された課題としては以下の2点が挙
げられる。
第一にいかに学校段階からパーソナルファイ
ナンス教育を取り入れていくかは、学習指導要
領との関係のほか、困難な問題があり、長い目
で継続的にこの問題に取り組んでいく必要があ
る。但し、もし学校段階で教育することが出来
るようになれば、その生徒達が社会人になって
いくので、何年か後には国民の多くがパーソナ
ルファイナンスの基礎知識を持つようになる。
第二に、一方で、社会人へのパーソナルファ
イナンスの知識・教育の普及について考える
と、学生のように学校で教えるという訳にもい
かないため、即効性のある対策はあまりなく、
いかに社会人に普及していくか、生涯学習とし
て学ぶ場をどう提供して活用してもらうか等、
その普及も息長く地道に続けていく必要があ
る。なお、日本の大学院では現在7校がパーソ
ナルファイナンスを正課で取り入れており33）、
本稿では触れなかったが、大学で正課として取
り入れられていくよう、学問としてのパーソナ
ルファイナンスの確立も今後の課題である。こ
れが出来るようになれば、いわば生涯学習の場
として、社会人が必要に応じてパーソナルファ
イナンスを学べる場が増え、より望ましい。
パーソナルファイナンスの知識・教育の普及
により、合理的な意思決定のできる知力・人間
力34）があり、生きる力を持った国民が育てば、
少子高齢化・財政再建・グローバル化と難題を
抱える日本国の明日を、正しい政策と相まって
切り開いていける一助になるものと考える。こ
れはパーソナルファイナンスの知識・教育の普
及をこの国に進める大きな意味であると著者は
考えている。
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注
1） 米国でパーソナルファイナンス教育が進んでい
るという記述例としては、小池のレポートの中
で米国のサブプライムローン問題に触れた文脈
の中に「金融経済教育が浸透しているはずの米
国ですらこのような問題が生じた」という記述
がある。小池拓自「金融経済教育」（総合調査
報告書『青少年をめぐる諸問題』国立国会図書
館調査及び立法考査局，2009）p.97。 国立国会
図書館HP 内pdf
［http://www.ndl.go.jp/jp/data/publication/docu-
ment/2009/200884/21.pdf］（2009.10.31）。
また、新保がその著書の中で「金融教育という
点に関しては、米国は日本より進んでいると言
って差し支えない」と記述している。新保恵志
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『金融商品とどうつき合うか』（岩波新書，2008）
p.40。
2） リテラシー（literacy）読み書き能力。また、あ
る分野に関する知識やそれを活用する能力。
『大辞林』三省堂。
3） 米国のパーソナルファイナンス教育の教材は定
評があるという記述例としては、福原のレポー
トの中で米国のサブプライム問題と金融教育の
新たな課題という項目中の、米国国民全体への
金融リテラシーの向上という金融教育の目標に
触れた文脈の中に「米国においては優れた金融
教育教材等が提供されているにもかかわら
ず・・」という記述がある。福原敏恭「金融イ
ノベーションの進展と米国における金融教育の
動向」（金融広報中央委員会 事務局 日本銀行情
報サービス局内，2008）p.12。金融広報中央委
員会HP 知るぽると内pdf
［http://www.shiruporuto.jp/teach/consumer/
report2/pdf/ron081017.pdf］（2009.5.10）。
4） 榊原茂樹・城下賢吾・姜喜永・砂川伸幸編著
『パーソナルファイナンス入門』（中央経済社，
2006）はしがきp.1。
5） パーソナルファイナンスの知識を持った専門家
で、（NPO法人）日本ファイナンシャル・プラ
ンナーズ協会が認定するFPの国際資格CFP―
Certified Financial Planner―及び同協会と（財
団法人）金融財政事情研究会が指定試験機関と
なっている国家資格ファイナンシャル・プラン
ニング技能士、及び同協会が協会指定の認定研
修修了者でFP技能検定2級合格者に認めるAFP
―Affiliated Financial Planner―がある。日本フ
ァイナンシャル・プランナーズ協会に認定され
会員となっているCFP・AFPのFP資格保有者
は、約16万人弱に達している（これは修士論文
を書いた時点でのデータであり、本稿執筆時の
2010年10月30日現在では約16万5000人）。
6） 米国の金融経済教育の歴史及び制度については
主に前掲論文， 福原敏恭「金融イノベーション
の進展と米国における金融教育の動向」（金融
広報中央委員会，2008）pp.7-8,pp.14-15 に依拠
している。なお、同レポートでは金融教育とい
う言葉を使っているため、本文中もここから依
拠している部分は金融教育とした。
7） 原題は Voluntary National Content Standards in
Economics。この中にNational Standards として
20の基準が述べてあり、財団法人消費者教育支
援センターが出版するにあたり『経済学習のス
タンダード20 21世紀のアメリカ経済教育』と
訳しており、これを参考に本稿では「経済学習
のスタンダード20」という言い方を用いること
とする。（参考）財団法人消費者教育支援セン
ター編『経済学習のスタンダード20 21世紀の
アメリカ経済学習』（財団法人消費者教育支援
センター，2000）。また本稿中でこのスタンダ
ードについて述べる際は、CEE（Council for
Economic Education  経済教育協議会）のHP
［http://www.councilforeconed.org/］を参照して
いる（2009.10.24）。
8） 米 国 ホ ワ イ ト ハ ウ ス (White House) HP
［http://www.whitehouse.gov/］（2008.11.1）。
George W. Bush, Executive Order 13455 of Janu-
ary 22, 2008-Establishing the President’s Adviso-
ry Council on Financial Literacy, White House,
January 22, 2008
ジョージ・W・ブッシュ「金融リテラシーに関
する大統領諮問委員会を設置する大統領令
13455号（2008年1月22日）」ホワイトハウス，
2008年1月22日。
9）「金融リテラシーに関する大統領諮問委員会 大
統領への2008年年次報告書」
「President’s Advisory Council on Financial Lit-
eracy 2008 Annual Report to the President」
pp.3-4,p.47. USA the department of the treasury
HP 内pdf  
［http://www.jumpstartcoalition.org/
PACFL_ANNUAL_REPORT_1_16_09.pdf］
（2009.4.12）。
10）全国銀行協会調査レポート『金融経済教育の一
層の充実に向けて』（全国銀行協会，2008）
pp.16-17。
11）前掲CEEのHPより［http://www.councilfore-
coned.org/］（2009.10.24）。
12）以下この項はジャンプスタート連盟Jump$tart
Coalition for Personal Financial Literacy, Nation-
al Standards in Personal Finance ,2nd Edi-
tion,2002 pp.3-5より。
13）なお、2007年に基準の一部が改訂されており、
現在は6分野に分かれている。本稿では米国の
パーソナルファイナンスの教科書類の分析との
関係で、2002年の4分野で進めていくこととす
る。
14）ジャンプスタート連盟（Jump$tart Coalition for
Personal Financial Literacy）のHPより
［http://www.jumpstartcoalition.org/］
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15）これは修士論文を書いた時点でのデータであり、
本稿執筆時の2010年10月30日現在で前掲のCEE
及びジャンプスタート連盟のHPを確認すると、
パーソナルファイナンスをコースで学ぶことが
必修となっている州はCEEで7州から13州、ジ
ャンプスタート連盟で3州から4州へと増えてき
ている。
16）日本で言うとグレード6は小学校6年だが、米国
では日本のように小学校が6年・中学校が3年・
高校が3年とは決まっておらず、州ごとに決め
て良いことになっている。
17）考察する5冊は以下の通り。
・National Council on Economic Education,
Financial Fitness for Life SHAPING UP
YOUR FINANCIAL FUTURE Student Work-
outs Grades 6-8,（National Council on Eco-
nomic Education,Fourth Printing,2006）(以下
脚注ではStudent Workouts Grades 6-8と略
す)。
・National Council on Economic Education,
Financial Fitness for Life TEACHER GUIDE
Grades 6-8,（National Council on Economic
Education,Third Printing,2006）
（以下脚注ではTEACHER GUIDE Grades 6-8
と略す）。
・National Council on Economic Education,
Financial Fitness for Life BRINGING HOME
THE GOLD Student Workouts Grades 9-12,
（National Council on Economic Education,
Third Printing,2005）（以下脚注ではStudent
Workouts Grades 9-12と略す）。
・National Council on Economic Education,
Financial Fitness for Life TEACHER GUIDE
Grades 9-12,（National Council on Economic
Education,2001）（以下脚注ではTEACHER
GUIDE Grades 9-12と略す）。
・National Council on Economic Education,
Financial Fitness for Life TALKING TO
YOUR KIDS ABOUT PERSONAL FINANCE
Grades 6-12,（National Council on Economic
Education,Third Printing,2005）（以下脚注で
はTALKING TO YOUR KIDS ABOUT PER-
SONAL FINANCE Grades 6-12と略す。尚こ
のテキストでは、テキスト中に副題として
「Parents’ Guide」と記されている）。
18）TEACHER GUIDE Grades 6-8, pp.vii-viiiより。
19）健康のために行うフィットネス（運動）は生涯
続ける必要がある。パーソナルファイナンス教
育・知識の吸収も同じという考え方から、この
ように訳すこととする。
20）全米数学教師協議会（NCTM-National Council of
Teachers of Mathematics）「学校数学の原則と基
準」（2000年）。これについてはグレード8まで、
即ち日本でいうと中学2年までの教科書にでて
くる。
21）前掲書，TEACHER GUIDE Grades 6-8, p.1.
22）学校に通学せず家庭に拠点を置いて、教科書な
どを使い保護者等が教師役を務め学習を行うこ
とをいう。
23）金融広報中央委員会（事務局 日本銀行情報サー
ビス局内）「金融に関する消費者アンケート調
査（第3回）の結果」（金融広報中央委員会，
2009）p.11。金融広報中央委員会HP知るぽると
内pdf
［http://www.shiruporuto.jp/finance/chosa/
enqu2008/pdf/08enqut1.pdf］（2009.8.22）。
24）以下、5つのテーマの概要についてはStudent
Workouts Grades 6-8の5つの各テーマのIntro-
ductionを参考にした（pp.1-2,p.26,p.54,pp.105-
106,p.152）。
25） Student Workouts Grades 9-12, p.38. TEACHER
GUIDE Grades 9-12, p.29.
26）前掲書, TEACHER GUIDE Grades 6-8, p.51.
27）前掲書, TEACHER GUIDE Grades 6-8, p.20.
28）「虹の橋に到達する」というのは「宝を手に入
れる」との意味が米国にあるとのこと（正確に
は「虹の切れる端に宝物がある」という俗信が
あるとのことで、この様に訳した）。
ランダムハウス英語辞典（第2版）小学館より。
29）TALKING TO YOUR KIDS ABOUT PERSONAL
FINANCE Grades 6-12, p.65.
30）前掲書, TEACHER GUIDE Grades 6-8, pp.1-12.
31）前掲書, TEACHER GUIDE Grades 6-8, p.viii.
32）各種調査で参考にしたのは以下の3調査
・前掲書，金融広報中央委員会（事務局 日本銀
行情報サービス局内）「金融に関する消費
者アンケート調査（第3回）の結果」（金融広
報中央委員会，2009）金融広報中央委員会HP
知るぽると内pdf 
・[http://www.shiruporuto.jp/finance/chosa/
enqu2008/pdf/08enqut1.pdf]（2009.8.22）。
・金融証券知識の普及に関するNPO連絡協議
会・証券知識普及プロジェクト編『学校にお
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ける経済・金融教育の実態調査報告書』（金
融証券知識の普及に関するNPO連絡協議会・
証券知識普及プロジェクト，2005）。
・金融庁総務企画局政策課「初等中等教育段階
における金融経済教育に関するアンケート
調査結果報告書」（金融庁，2004）金融庁HP
内pdf
・[http://www.fsa.go.jp/news/newsj/16/sonota/f-
20040831-3b.pdf]（2009.8.15）。
33）これは修士論文を書いた時点でのデータであり、
本稿執筆時の2010年10月30日現在では8校。
34）内閣府では人間力を「人間力とは、社会に参画
しその運営に加わると共に、自立した一人の人
間として力強く生きるための総合力である」と、
内閣府編『日本21世紀ビジョン』（独立行政法
人国立印刷局，2005）p.139で定義している。
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